
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率】
　経常収支比率は，業務のＩＴ導入に伴う効率化などにより，経常経費の抑制を図っているが，人件費
の減額はあるものの，社会保障関係経費の自然増や，公債費の増額などにより，義務的経費が増加傾向
にあり，比率の悪化が予測される。今後は，引き続き，経常経費の抑制に努めるとともに，三位一体の
改革により所得税から個人住民税へ税源移譲されることから，収納の専門部署を設けるなど，徴収率の
向上に取り組み，経常一般財源の増加にも努める。
【人口1人当たり地方債残高】
　これまで，広島市との合併を前提として，地方債を財源に，多くの事業に取り組み，類似団体平均を
上回っている。住民投票の結果，引き続き単独町制を運営することになったため，プライマリーバラン
スの黒字化や，繰上償還を実施するなど，町債残高の抑制に努めている。
【起債制限比率】
　人口1人当たり地方債現在高が類似団体平均を上回っているのに対し，起債制限比率が平均値とほぼ同
率となっているのは，合併を前提として実施した事業に係る地方債の元金償還が始まっていないこと，
平成11年度から平成13年度にかけて，繰上償還を実施したことによるものである。今後，元金償還の開
始により，数値の悪化が見込まれるため，町債の発行額の抑制や繰上償還の実施により，公債費の抑制
に努める。
【人口1,000人当たり職員数】
　現在の人口1,000人当たりの職員数は，類似団体平均とほぼ同数となっている。今後は，職員の退職補
充を見直すとともに，施設の管理を指定管理者制度に移行することにより，職員数の抑制に努める。


